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国際物流をデザインするエーアイテイー

第31期 中間報告書
平成29年3月1日～平成29年8月31日

古くからベトナムの文化や経済的中心地として栄えてきました。「東洋のパリ」と呼ばれたフランス統
治時代の街並みと経済成長で建てられた高層ビル群が同居し、アジアらしい街並みを残しています。

ベトナム・ホーチミン市

代表取締役社長

第31期（平成30年2月期）第2四半期（累計）の
連結業績について

当社グループは、従来から行ってきたアパレルや日用雑貨を取扱
う企業への営業活動に加え、今まで取扱いの少なかった業種の貨物
集荷に注力してまいりました。

これらの営業活動で、新規顧客の獲得及び大口顧客を始めとする
既存顧客との取引拡大も図り、国際貨物輸送のみならず、通関や配
送、国内外での3PL（サードパーティー・ロジスティクス）案件と
いった一貫輸送の提案型営業を強化し、収益の拡大に取り組んでま
いりました。

また、昨年8月、本年1月に設立した米国、台湾の現地法人それぞ
れが営業を開始し、本年4月に設立したベトナムの合弁会社も一連
の設立手続きが完了し、当社グループ全体が連携しての国際貨物輸
送サービスの更なる拡充を図ってまいりました。

株主の皆様には、平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。　
さて、ここに第31期（平成30年2月期）第2四半期（累計）の業績について
ご報告を申し上げます。

従来からの取り組みにより、国際貨物輸送の取扱高は、前年同期
と比較して大口顧客を中心に堅調な伸びを示すこととなり、また、
販売費及び一般管理費の抑制等に取り組むことで、安定した利益の
確保に努めてまいりました。

この結果、当第2四半期連結累計期間における営業収益は
11,931百万円（前年同期比17.7%増）、営業利益706百万円（前年同
期比10.3%増）、経常利益764百万円（前年同期比9.7%増）、親会社
株主に帰属する四半期純利益516百万円（前年同期比9.9%増）とい
ずれも前年同期を上回ることとなりました。

四半期連結貸借対照表 （単位：百万円）

科 目 前期末
平成29年2月28日現在

当第2四半期末
平成29年8月31日現在

流動資産 6,485 7,065
固定資産 317 327

資産合計 6,802 7,392
流動負債 1,362 1,763
固定負債 374 363

負債合計 1,736 2,126
純資産合計 5,066 5,266
負債純資産合計 6,802 7,392



拠点を強化することで、
日本⇔アジア⇔北米
ネットワークを確立する

アジア
（中国・東南アジア）

日本

北米

発 行 可 能 株 式 総 数 53,856,000 株
発 行 済 株 式 の 総 数 19,754,400 株 （自己株式640,789株を含む。）

株 主 数 12,367 名

株式に関する情報  （平成29年8月31日現在）

取締役及び監査役  （平成29年8月31日現在）

代表取締役社長

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

社 外 取 締 役

社外取締役

常勤監査役

社外監査役

社外監査役

矢倉　英一

馬上　真一

西村　司

大槻　信夫

貝塚　悦夫

松田　佳紀

清水　洋志

西島　佳男

三村　淳司

会社概要  （平成29年8月31日現在）

社 名
英文社名
本 社

設 立
資 本 金
従業員数
事業内容

株式会社エーアイテイー
AIT CORPORATION
〒541-0053
大阪市中央区本町2丁目1番6号
堺筋本町センタービル15階
TEL.06-6260-3450（代表）
昭和63年2月
271,140,311円
556名（連結）、289名（単体）
貨物利用運送事業（外航海運・国際航空貨物・貨物自動
車・鉄道・内航）、航空運送代理店業、通関業、海運仲立業、
損害保険代理店業、コンテナその他輸送器具の販売並び
に輸出入、上記に付帯関連する一切の事業

株価動向
（円） （週単位）

平成29年
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所有者別株式分布状況  （平成29年8月31日現在）

金融機関
金融商品取引業者
その他の法人
外国法人等
個人・その他
自己名義株式

8.79%
1.13%
40.27%
19.91%
26.65%
3.25%

株主優待制度の廃止
平成29年7月7日付の適時開示でお知らせのとおり、この度、株主の皆様に対する公平な利益還元のあり方という観点から慎重に協議をかさねました結果、配当によ
り積極的に利益還元を行うことが、より適切であると判断し、既に実施いたしました優待品の贈呈をもちまして、株主優待制度を廃止することといたしました。
今後も、株主の皆様に対する利益還元を経営の重点課題と認識し、更なる業績の向上に努めてまいりますので、何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

当社得意分野（アパレル・日用雑貨）のシェア拡大のための方策を追求するとともに、その他の業界との取引
についても、専門知識を有する人材を確保し、新たな顧客層（業界）との取引開始を目指してまいります。

あらゆる角度から営業人員のレベルアップを図り、主力の日中航路にとどまらず、アジア-北米などの物流も
開拓。新規の大口顧客の集荷に軸足を移します。

3

1

既存得意分野と新たな取引業界の開拓

新規の大口顧客に軸足

前期は北米及び台湾に、今期はベトナムにも現地法人を設立。既存のタイ法人を含め、対日本との輸送だけで
なく、各現地法人間の取引を拡大してまいります。

2 海外現地法人を拡充

収益拡大
のための
強化施策


